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にも被害の記憶に注目する重要性があるとの問題意識の下で先行研究を検討する（第 3 節）。 
研究の枠組みとしては、まずホネット(Axel Honneth)の承認論に従って、記憶の承認と
は、法的承認だけでなく、価値評価という承認の様式でもあることを研究枠組みとして明
























検討する。表 1 は、こうした事例の比較検討をまとめている。 
本章は、アルジェリアの記憶の承認は 1990 年代以降に現れ、事例が多数に上る一方で、
部分的であるのみならず、選別的であることを付言して、アルジェリアの植民地支配と独




































第 2 章で導出した仮説を、第２部（第 3 章から第 5 章）は、事例研究を以て検証する。 























































































































経て、公刊された 3 つの論文に基づいている。しかし、モノグラフとしての本論文は、第 2
章でフランスの政府や自治体がアルジェリアの記憶を選別的に承認したのは地続きの関係
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